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平成28年６月14日

株 主 各 位
東京都新宿区東五軒町６番24号

代表取締役社長 藤 井 武 彦

第69回　定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第69回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、総会日の前日の営業時間の終了時までに折り返しご送付くださいま

すようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区東五軒町６番24号 当社 本社８階大ホール

３．目 的 事 項

報告事項 １．第69期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

事業報告、計算書類報告の件

２．第69期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

決議事項

第１号議案 取締役16名選任の件

第２号議案 監査役３名選任の件

第３号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

提供書面のうち、株主資本等変動計算書、個別注記表、連結株主資本等変動計算書および連結

注記表につきましては、法令および定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（http://www.tohan.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tohan.jp/）に掲載させていただきま

す。
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〔提供書面〕

事　 業　 報　 告

(平成27年４月１日から

平成28年３月31日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果
当期の日本経済は、積極的な金融緩和政策や世界的な原油安などを背

景に企業業績が改善し、全体的に緩やかな景気回復基調を維持したもの
の、家計の節約志向は根強く、本格的な個人消費の回復には至りません
でした。
出版業界におきましては、新刊マーケットの縮小に伴い、一部の出版

販売会社が経営破綻に至るなどいたしましたが、その一方で、芥川賞受
賞作『火花』などの話題書が耳目を集め、出版物への根強いニーズも示
されました。
こうした状況の中、当社は、新刊マーケットを活性化すべく、お取引

先とともに多様な魅力にあふれた売場づくりを推進するとともに、企業
体質の一層の強化と事業領域の拡大に取り組みました。

●店頭増売の推進
先ず、得意先書店様の集客力を高め、出版物の増売を図るため、当社

は、営業重点施策として次の三項目を推進いたしました。
第一に、鮮度の高い店頭品揃えを実現するため、書店様向けの「TONETS 

V」、出版社様向けの「TONETS ｉ」からなる情報システム「TONETSネッ
トワーク」を活用し、店舗別に最適化された商品供給を行いました。
第二に、大手ネット書店と比較しても遜色のない利便性を訴求するた

め、書店店頭におけるお取り寄せ対応の強化と周知徹底に取り組みまし
た。得意先書店様店頭で注文品の早期調達をアピールした結果、お取り
寄せ注文品の取扱高は前期比２倍以上に伸長いたしました。また、平成
28年３月には、オンライン書店ネットワークe-honにおいて一都七県への
「即日配送サービス」を導入し、読者の注文に対するリードタイムをさ
らに短縮いたしました。
第三に、得意先書店様の集客力を高めるため、店頭において様々な大

型企画を展開いたしました。当期新設した店頭活性化プロジェクト推進
室が中心となり、衛星放送事業者である株式会社WOWOW様、大手プレイガ
イド事業者であるぴあ株式会社様などと連携し、映像作品と連動したキ
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ャンペーンや、出版業界外の大型イベントと連携した施策を展開した結
果、集客の向上や購入単価の引き上げに寄与いたしました。

これらのほかに、大手SNS運営会社のLINE株式会社様と提携し、電子コ
ミック試読サービスから書店店頭コミック売場への顧客誘導の実証実験
に取り組み、対象コミック作品の増売に大きな効果を得ました。
また、３年目を迎えた「ほんをうえるプロジェクト」では、当期も様々

な視点から隠れた良書を発掘し、丁寧に売り続ける企画を提案いたしま
した。
さらに、得意先書店様の外商販売支援も継続し、書店店頭以外の場面

においても、新刊マーケットの維持に努めました。

●複合化
次に、書店業態に文具・雑貨・カフェなどを組み合わせる複合化を、

当期も積極的に推進いたしました。当社としては、時間消費型の書店空
間の創造を目指し、複合化により本の売上増加を図ることを主眼に取り
組みました。
当期は、定番文具中心の「add文具」を新規に159店、高価格帯の雑貨

も取り入れた大型複合化パッケージ「nota nova」を新規に７店出店する
など、店舗数を拡大いたしました。カフェについても新規に３店を出店
し、当社独自の運営が可能となるまでにノウハウの蓄積を進めました。
一方、新たなパッケージの開発にも取り組み、ウォルト・ディズニー・

ジャパン株式会社様との提携によるディズニーグッズ常設売場の導入を
開始いたしました。定番のディズニーキャラクターや、新作映画公開で
人気が再燃したスター・ウォーズ関連商材を中心に、同社の監修による
当社オリジナルのMVPブランド商品も交え、関連出版物を組み合わせた売
場展開を進めました。
また、営業担当者の文具取り扱いスキルを高める当社独自の社内検定

制度を導入し、人材の面からもサポート体制の強化を進めました。

●事業領域の拡大
以上のような取り組みに加えて、事業領域の拡大にも取り組みました。
戦略的な資本業務提携を行い、同業の出版販売会社である協和出版販

売株式会社や、株式会社アバンティブックセンター他数社の書店運営会
社を新たにグループに加えました。
また、介護教室も運営する当社子会社の株式会社トーハン・コンサル

ティングは、平成27年４月より、サービス付高齢者向け住宅の運営を開
始いたしました。
さらに、当社企業グループは、これまでに培った物流ノウハウを活か

し、平成27年11月より、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス様が
運営するECサイト「omni7」の物流業務の受託を開始いたしました。
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●人材教育の重視
以上に述べたような既存事業・新規事業のいずれにおいても、実務を

担う人材の力が重要であるとの認識に基づき、当期も人材育成の充実を
図りました。
社内公募による海外派遣研修や国内大学院派遣研修は拡充し、継続運

用をしております。
また、女性活躍推進に向け、女性社員向けキャリアアップ支援研修な

どを継続実施いたしました。その一環として、多様な人材を活用できる
活発な組織運営を目指し、勤務制度の面でも、出産・育児・疾病・介護
といったライフイベントにも働きながら対処できる、男女共通の「ワー
クライフ・マネジメント支援制度」の適用範囲を広げ、キャリアを中断
せずに活躍できる環境を整備いたしました。
一方、当社のみならず出版界全体に開かれた教育研修と交流の場とし

て、全国書店共助会様との共同事業により「トーハンセミナーハウス」
を竣成し、運用を開始いたしました。

●リスク管理体制の強化
他方、リスクマネジメントや法令遵守体制の整備も進めました。社内

で顧客の個人情報を取り扱う部署の入退室管理を徹底するなど、情報セ
キュリティを強化いたしました。全社的に研修・訓練を行い、新たに策
定した情報セキュリティポリシーの周知徹底を図りました。
さらに、当社が景品類の提供を行う販売促進施策について、事前のリ

ーガルチェック体制を強化し、消費者利益の保護と競争の適正化に努め
ました。

以上のように取り組んだ結果、当期の売上高は4,737億円余、前期比
1.5％の減収となりましたものの、全社的なコストの削減を進め、営業利
益は前期比1.6％の増益となりました。
営業外損益を加味した経常利益は前期比4.9％の減少、特別損益を加味

した税引前当期純利益は前期比5.4％の減少でありましたが、最終的に法
人税等を調整いたしました当期純利益は23億円余、前期比8.2％の増益と
なりました。
なお、当期の期末配当金につきましては、平成28年４月28日開催の取

締役会において、一株あたり６円と決議させていただきました。また、
当社の利益還元方針に基づき、当社自己株式の取得の実施についても、
今後、引き続き検討をしてまいります。
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(2) 設備投資等の状況

当事業年度中における設備投資の総額は1,105百万円で、その主なもの
はソフトウエア等の取得であります。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

今後の日本経済の見通しは、堅調な企業業績に支えられ、引き続き緩
やかな回復基調で推移することが見込まれますが、個人消費の先行きは
依然として不透明な状況にあります。
出版業界においては、読書需要そのものは底堅く推移することが期待

されるものの、電子コンテンツの読み放題サービスに代表されるような
情報の電子化や無料化により、競争は激化し、環境変化への対応が益々
重要になるものと考えます。
こうした状況の中、当社といたしましては、基幹事業の競争力をさら

に高めて、新刊マーケットの維持拡大に取り組むとともに、従来の役割
と機能を高度化し、より付加価値の高いサービスを提供できる「出版総
合商社」として、新たな成長と発展の礎を確固たるものにしてまいりた
いと考えております。

●雑誌の仕入配本改革
縮小傾向が続く雑誌マーケットへの対策として、各誌ごとの過去の平

均実売数をベースとする従来の配本方式から、事前配本シミュレーショ
ンに基づく仕入販売へと転換を進めます。商品情報や市場実勢データを
出版社様と共有し、書店様の販売意思を反映した新たな配本方式をシス
テム化してまいります。また、かねてご要望の多かった読者予約分の雑
誌を店頭陳列分とは別に確保する商流・物流対応を開始し、さらには、
店頭での前号並列販売施策なども推進し、読者ニーズへの対応範囲を拡
大してまいります。
なお、雑誌を主力商品とするコンビニエンスストア部門においても、

平成27年度下半期より、組織横断的な仕入配本改革に取り組み、一定の
成果を上げました。
今後は、改革の成果をシステム化し、さらなる販売実績の向上につな

げてまいります。

●出版総合商社としての新しい取り組み
将来にわたって多様かつ良質なコンテンツの書店流通を確保していく

ため、新規出版社の育成支援を行うPI（Publishers Incubation）推進プ
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ロジェクトを推進いたします。
併せて、既存業務の品質向上を図る取り組みの一環として、商品流通

の確実性をカバーする得意先書店様向けコールセンターを新設し、より
質の高いサービスレベルを実現してまいります。

●物流ネットワークの安定運用
新刊マーケットの縮小や輸送労働力の需給逼迫に伴い、出版輸送を取

り巻く状況は厳しさを増しております。
そうした状況への対応の一環として、平成28年４月より大阪南地区に

おける同業の出版販売会社との共同配送を実現いたしました。今後もあ
らゆる関係先と協議を重ね、共同配送エリアの拡大や、発売日設定のシ
フトによる業量平準化を推進することで、輸送ネットワークの安定的運
用に取り組んでまいります。

●消費税の軽減税率
人々が広く平等に出版物に触れる機会を持つことは、民主主義の健全

な発展と国民の知的生活向上にとって不可欠であります。当社は、消費
税の軽減税率の導入と出版物に対する適用を求める業界全体の動きに賛
同し、その実現に向けて関係先と連携してまいります。

●被災地支援
なお、平成28年４月に発生した熊本地震では、当社得意先書店様の一

部にも甚大な被害が生じております。当社は、被災直後の物資の支援、
店舗復旧の取り組みなどに加え、スムーズな営業再開に向けて一定の特
別対応を行うことを決定しております。

こうした方針の下、当社は、引き続き全力を挙げて基幹業務の一層の
強化を図ると同時に、新規事業領域を拡大して経営基盤をさらに強化し、
業績の向上により株主への適正な利益還元を行い、将来にわたり出版文
化発展の一翼を担う決意でありますので、株主各位におかれましては、
今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

区 分 第66期
(平成24年度)

第67期
(平成25年度)

第68期
(平成26年度)

第69期(当期)
(平成27年度)

売 上 高（百万円） 491,297 492,557 480,919 473,733

当 期 純 利 益（百万円） 2,407 2,211 2,138 2,316

１株当たり当期純利益（円） 34.19 31.41 30.56 33.44

総 資 産（百万円） 339,281 310,986 319,491 316,000

純 資 産（百万円） 95,149 97,403 98,712 99,965

１株当たり純資産額（円） 1,351.47 1,383.95 1,416.82 1,450.02

(6) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社との関係

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

東販自動車株式会社 90 100.0 貨物自動車運送

株式会社トーハンロジテックス 10 100.0
出版物等の検品・仕分梱包
・配送業務

株式会社ティー・アンド・ジー 100 (55.6)
ＣＤ・ＤＶＤレンタルフランチャ
イズ事業

東販リーシング株式会社 450 100.0 リース・金融事業

株式会社トーハン・
システム・エンジニアリング

90 100.0 ソフトウエア企画・開発・設計

株式会社トーハン・
コンピュータ・サービス

50 100.0 情報処理サービス

株式会社トーハン・
メディア・ウェイブ

50 (100.0)
ＣＤ、ＤＶＤ及び書店用品等
卸売

株式会社ブックライナー 100 ※100.0
書籍・雑誌その他出版物の注文
販売

株式会社トーハン・
メディア・ホールディングス

91 100.0
株式会社ティー・アンド・ジー
及び株式会社トーハン・メディ
ア・ウェイブ等の持株会社
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

株式会社東京ブッククラブ 10 100.0 書籍・雑誌その他出版物及び
ＣＤ・ＤＶＤ等の販売

株式会社出版ＱＲセンター 100 ※54.5
出版物等の保管、改装、出荷等
の物流受託業務

株式会社スーパーブックス 10 100.0
書籍・雑誌その他出版物及び
ＣＤ・ＤＶＤ等の販売

株 式 会 社 明 屋 書 店 30 91.1
書籍・雑誌その他出版物及び
ＣＤ・ＤＶＤ等の販売、書店
フランチャイズ事業

株式会社ブックファースト 10 100.0 書籍・雑誌・文具等の販売

（注）１．（　）は株式会社トーハン・メディア・ホールディングスの議決権比率であります。

２．※は当社子会社の議決権を含めた比率であります。

③企業結合の成果

当社の連結子会社は、上記の重要な子会社14社であり、持分法適用

会社は3社であります。当連結会計年度の売上高は4,883億円余（前連

結会計年度比1.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は16億円余

（前連結会計年度比1.3％増）であります。

(7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社は出版物等の卸売を主な事業とし、これに関連する物流、情報関連サ

ービスを各部門で展開しております。

－ 8 －
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(8) 主要な事業所（平成28年３月31日現在）

事 業 所 名 所 在 地 事 業 所 名 所 在 地

本 社 新 宿 区 広 島 支 店 広 島 市

北 海 道 支 店 札 幌 市 四 国 支 店 高 松 市

東 北 支 店 仙 台 市 九 州 支 店 福 岡 市

静 岡 支 店 静 岡 市 北 九 州 営 業 所 北 九 州 市

北 陸 支 店 金 沢 市 沖 縄 営 業 所 那 覇 市

新 潟 支 店 新 潟 市 西 台 雑 誌 営 業 所 板 橋 区

名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 板 橋 営 業 所 板 橋 区

大 阪 支 店 大 阪 市 東京ロジスティックスセンター 加 須 市

京 都 支 店 京 都 市 トーハン上尾センター 上 尾 市

岡 山 支 店 岡 山 市 トーハン桶川ＳＣＭセンター 桶 川 市

（注）上記の他、本社内に東京支店・千葉支店・埼玉支店・神奈川支店・北関東支店・甲信支店が、大阪支店内に神戸支店が

存在しております。

(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年

1,357 68（減） 41.6 19.1

（注）従業員数については、出向者、パート、アルバイト、嘱託を含まない人数であります。

(10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,450 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,600 百万円

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 9 －
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 270,000,000株

(2) 発行済株式の総数（自己株式を含む） 70,500,000株

(3) 株主数 2,596名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 講 談 社 3,715千株 5.3％

株 式 会 社 小 学 館 3,609 5.2

ト ー ハ ン 従 業 員 持 株 会 2,576 3.7

株 式 会 社 文 藝 春 秋 1,988 2.8

株 式 会 社 旺 文 社 1,905 2.7

株 式 会 社 新 潮 社 1,812 2.6

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,679 2.4

株式会社学研ホールディングス 1,532 2.2

株 式 会 社 集 英 社 1,397 2.0

全 国 書 店 共 助 会 1,333 1.9

（注）１．当社は、自己株式を1,559,198株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 10 －
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

氏 名 会社における地位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

藤 井 武 彦 代表取締役社長
株式会社九州雑誌センター代表取締役社長
日本図書普及株式会社取締役
株式会社東京堂取締役

近 藤 敏 貴 代表取締役副社長
営業統括本部長
株式会社ビデオ・パック・ニッポン取締役

川 上 浩 明 専 務 取 締 役
管理本部長兼情報戦略本部長兼商品本部長　渉外・広報担当
株式会社明文堂プランナー取締役

清 水 美 成 専 務 取 締 役 複合事業本部長　外販推進担当、外販営業部長

栃 木 裕 史 常 務 取 締 役
物流部門担当、ロジスティックス部長兼東京ロジスティックスセンター長
兼書籍流通業務部長兼雑誌流通業務部長

豊 田 広 宣 常 務 取 締 役
営業統括本部副本部長　支社総括担当、
営業統括推進部長兼店頭活性化プロジェクト推進室長

小 野 晴 輝 常 務 取 締 役
オムニチャネル推進担当兼ＣＶＳ部門担当、
ＣＶＳ第一部長兼ＣＶＳネット事業部長

田 仲 幹 弘 常 務 取 締 役 海外事業部門担当、総務人事部長

谷 川 直 人 取 締 役 商品本部担当　仕入企画推進室長

吉 田 尚 郎 取 締 役 経理部長

藤 原 敏 晴 取 締 役 支社総括副担当　市場開発部長

高 見 真 一 取 締 役 情報戦略本部副本部長　デジタル事業部長兼プラットフォーム事業部長

森 岡 憲 司 取 締 役 首都圏支社長

中 村 　 勉 取 締 役 情報戦略本部副本部長　情報システム部長

高 田 　 聡 取 締 役 特販支社長

鈴 木 敏 文 取 締 役
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス代表取締役会長兼ＣＥＯ
株式会社イトーヨーカ堂代表取締役会長兼ＣＥＯ
株式会社セブン－イレブン・ジャパン代表取締役会長兼ＣＥＯ

馬 場 章 好 常 勤 監 査 役

本 川 幸 史 常 勤 監 査 役

相 賀 昌 宏 監 査 役
株式会社小学館代表取締役社長
株式会社集英社監査役

岩 瀬 　 徹 監 査 役

（注）１．取締役朝倉邦造氏は社外取締役でありましたが、平成28年１月30日をもって逝去により退任いたしました。
２．監査役相賀昌宏、岩瀬徹の両氏は社外監査役であります。
３．当社は執行役員制度を導入しており、平成28年３月31日現在、20名の取締役および監査役の他に９名の執行役員が

在任しております。

－ 11 －
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 18
名

268
百万円

監 査 役 ４ 33

合 計 22 302

（内　 社　 外　 役　 員） (２) (13)

（注）１．当事業年度末日現在の役員数と上記の支給人員が相違しておりますのは、無報酬の役員および当事業年度中に退任

いたしました役員が存在するためであります。

２．上記の報酬等の額には、当事業年度中に役員退職慰労金として費用処理した金額が含まれております。

(3) 社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

(イ) 取締役朝倉邦造氏は、株式会社朝倉書店の代表取締役社長であり

ました。なお、株式会社朝倉書店は当社の主要な仕入先でありま

す。

(ロ) 監査役相賀昌宏氏は、株式会社小学館の代表取締役社長でありま

す。なお、株式会社小学館は当社の主要な仕入先であります。

②主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 朝 倉 邦 造
当事業年度において退任するまでに開催された取締役会
14回のうち３回に出席し、主に出版業界における経験豊
富な経営者の観点から発言を行っております。

監 査 役 相 賀 昌 宏

当事業年度中に開催された取締役会16回のうち14回に出
席し、主に出版業界における経験豊富な経営者の観点か
ら発言を行っております。また、当事業年度中に開催さ
れた監査役会８回のうち８回に出席し、同様に発言を行
っております。

監 査 役 岩 瀬 　 徹

当事業年度中に開催された取締役会16回のうち16回に出
席し、主に法曹界における専門的な知識と経験に基づき
発言を行っております。また、当事業年度中に開催され
た監査役会８回のうち８回に出席し、同様に発言を行っ
ております。

－ 12 －
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③社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社は、平成27年６月26日開催の第68回定時株主総会において選任

された取締役朝倉邦造氏を社外取締役としておりましたが、同氏は平

成28年１月30日をもって逝去により退任いたしました。

　その後、当社は、適切な社外取締役の人選に努めてまいりましたが、

現時点では選定に至っておりません。

　当社といたしましては、これまで継続して社外取締役を置いており、

その有用性は十分認識しておりますので、今後とも、引き続き検討を

重ねてまいります。

－ 13 －
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４．会計監査人の状況

①会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

②当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額（百万円） 27

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額（百万円） 27

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査と金融商品取引法上の監査に基づく監査報

酬等の額を区分しておりませんので、これらを含めた合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切で

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③非監査業務の内容

該当事項はありません。

④会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340第１項各号に定める項

目に該当すると認められた場合には、監査役全員の同意に基づき、会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。

⑤会計監査人が現に受けている業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した処分の内容の概要

(イ)処分対象

新日本有限責任監査法人

(ロ)処分の内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）

－ 14 －
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５．会社の体制および方針

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制

①取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合し、かつ取締

役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

法令および定款に基づく取締役会の開催に加えて、常勤取締役で構

成される経営戦略会議を毎週１回開催し、経営に関する重要な案件に

ついて意思決定を行う。

執行役員制度を採用し、執行役員の業務執行を取締役が監督するこ

とにより、責任の明確化、業務執行の効率化、迅速化を図る。

②取締役の職務の執行にかかわる情報の保存・管理の体制

社内規程の定めるところにより保存、管理されるものとする。

③損失の危険の管理に関する規程と体制

取締役は、子会社を含めて自己の担当する範囲においてリスクの把

握と未然防止に努め、各部門における発生時の対応も含めたリスク管

理を取締役と部門長の責任とする。

④企業集団における業務の適正を確保するための体制

取締役および監査役が重要な子会社の取締役または監査役を兼ねる

体制とした上で、経営管理部門に担当部署を置き、子会社の取締役の

権限と報告義務を定めた社内規程を運用して企業集団としての指揮命

令系統を整備するほか、内部監査部門は重要な子会社を対象に業務監

査を実施する。

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する体制

内部監査部門を監査役の職務の補助にあてるが、監査役が専らその

職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合には、適切な人材を配置

し、その独立性や指示の実効性を確保すべきものとする。

⑥取締役および使用人が監査役に報告する基準や方法についての体制

監査役は重要な会議に出席するものとする。子会社を含めた取締役

および使用人は次の事項について監査役に報告をすべきものとする。

また、当該報告を行った使用人らに対する不利な取り扱いはこれを禁

止し、その旨周知徹底する。

(イ) 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

(ロ) その他監査役が求めた事項

－ 15 －
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⑦監査役の職務の執行について生じる費用についての処理方針と手続

監査役から会社法第388条に基づき請求がなされた場合、担当部署

は、当該請求が監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を

除き、これを速やかに処理するものとする。

⑧監査の実効性を確保するための体制

監査役は代表取締役や会計監査人と十分な意見交換を行うものとし、

子会社を含めた取締役および使用人に対して協力を求めることができ

るものとする。

⑨反社会的勢力排除に向けた体制

反社会的勢力とは一切関係を持たず、不当要求等に対しては明確に

拒絶する。また、警察や弁護士等の外部専門家と積極的に連携を図り、

問題への対処および情報収集に努めるものとする。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記に記載した業務の適正を確保するための体制を整備し

ておりますが、当事業年度における運用状況の概要は、以下のとおりで

す。

①取締役の職務執行状況

当社は、当事業年度において取締役会を計16回開催しております。

取締役会においては、取締役会規則に基づき、法令または定款に定め

られた事項および経営上の重要事項について、適正な意思決定を行う

とともに、取締役の職務執行について相互に監視・監督する機能を働

かせております。

取締役会において選任された執行役員は、各々の領域において委譲

された権限のもと、効率的かつ迅速的な業務執行を行っております。

また、当該業務執行の内容については、当事業年度に開催された経営

戦略会議において定期的に報告を受け、取締役が監督する体制を確保

しております。

②監査役および内部監査部門の職務執行状況

監査役会は、当事業年度において計８回開催され、経営に関する重

要な執行状況、監査に関する重要事項等について、内部監査部門およ

び会計監査人と適宜連携を取りながら協議を行うとともに、必要事項

について決議を行っております。

内部監査部門は、当社監査室において、内部監査規定に基づき業務

活動の適正性および合理性等について監査を行っております。内部監

査では、年次で策定する監査計画に沿って実施され、監査結果につい

ては、代表取締役に対して定期的に報告するとともに、被監査部門に

対しても通知し、業務活動の支援を行っております。

－ 16 －
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③リスク管理体制の整備

当社は、グループ全体のリスクに対して、あらかじめ想定されるリ

スクを分析・評価して危機管理レベルを定め、段階に応じて対策本部

を設置するなどの対応方針を策定し、その運用を定期的に確認する体

制を整備しております。当事業年度においては、特に、情報セキュリ

ティ体制の強化を図ることを目的として、情報セキュリティポリシー

の策定・周知徹底、顧客個人情報のアクセス管理等を実施しておりま

す。

④子会社に対する管理体制

当社は、経営戦略部に子会社の管理を担当するチームを置き、社内

規程に基づき、定期的に子会社より業績等の報告を受けるとともに、

経営上の重要事項に関する協議を適切に行っております。

⑤法令遵守体制の推進

当社は、グループ全体の法令遵守を徹底することを目的として、当

社法務部門において、リーガルチェック体制を整備しております。当

事業年度においては、当社が主体となって実施する景品企画の事前審

査制度を、更に強化いたしました。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のた

め必要な内部留保資金を確保しつつ、安定した配当を継続していくこと

を基本方針とした上で、自己株式の取得も株主還元策の一つとして位置

づけて適宜実施してまいります。

この基本方針に基づき、平成28年４月28日開催の取締役会において、

当期の期末配当金につきまして、１株あたり６円とすることを決議いた

しました。

－ 17 －

会社の体制および方針
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

リ ー ス 投 資 資 産

有 価 証 券

図 書 券 未 収 入 金

図 書 券

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 貸 付 金

短 期 金 融 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

長 期 未 収 金

長期繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

221,412

19,862

3,347

129,652

215

31,029

1,809

289

18,075

61

119

2,404

1,481

478

15,000

1,327

△3,742

94,588

37,059

13,948

228

1,699

4

239

20,241

690

5

2,054

1,831

165

57

55,474

41,208

10,679

116

4,569

1,996

979

△4,074

負 債 の 部
流 動 負 債 203,037

支 払 手 形 6,847
買 掛 金 176,383
図 書 券 未 払 金 2,911
短 期 借 入 金 1,600
リ ー ス 債 務 470
未 払 金 1,655
未 払 事 業 所 税 72
未 払 法 人 税 等 733
未 払 消 費 税 等 257
未 払 費 用 3,685
預 り 信 認 金 821
預 り 金 185
賞 与 引 当 金 672
返 品 調 整 引 当 金 6,595
そ の 他 145

固 定 負 債 12,997
長 期 借 入 金 3,400
預 り 保 証 金 1,328
長 期 リ ー ス 債 務 542
退 職 給 付 引 当 金 6,404
役員退職慰労引当金 522
債 務 保 証 引 当 金 748
資 産 除 去 債 務 50

負 債 合 計 216,034
純 資 産 の 部

株 主 資 本 98,366
資 本 金 4,500
資 本 剰 余 金 1,130
資 本 準 備 金 1,130

利 益 剰 余 金 93,905
利 益 準 備 金 1,125
その他利益剰余金 92,780

配当準備積立金 800
固定資産圧縮積立金 1,010
別 途 積 立 金 87,881
繰越利益剰余金 3,088

自 己 株 式 △1,169
評価・換算差額等 1,599

その他有価証券評価差額金 1,599

純 資 産 合 計 99,965

資 産 合 計 316,000 負債・純資産合計 316,000

－ 18 －
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損　益　計　算　書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

百万円

売 上 高 473,733

売 上 原 価 422,733

売 上 総 利 益 50,999

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 44,857

営 業 利 益 6,142

営 業 外 収 益

受 取 利 息 628

そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,921

営 業 外 費 用

支 払 利 息 44

売 上 割 引 6,032

そ の 他 の 営 業 外 費 用 719

経 常 利 益 3,896

特 別 利 益

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 11

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 61

退 職 加 算 金 等 17

固 定 資 産 除 却 損 6

税 引 前 当 期 純 利 益 3,822

法人税、住民税及び事業税 1,274

法 人 税 等 調 整 額 232

当 期 純 利 益 2,316

－ 19 －

損益計算書
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会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月25日

株式会社トーハン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 日高真理子 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 芝山喜久 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トーハ
ンの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第69期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 20 －

会計監査人の会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第69期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等の定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」(会計計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関
する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸
借対照表、損益計算書、株式資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成28年５月27日
株式会社トーハン　監査役会

監査役(常勤) 馬 場 章 好
監査役(常勤) 本 川 幸 史
監 査 役 相 賀 昌 宏
監 査 役 岩 瀬 　 徹

（注）監査役相賀昌宏及び監査役岩瀬徹は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定
める社外監査役であります。

－ 21 －

監査役会の監査報告
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

短 期 金 融 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

退職給付に係る資産

長期繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

235,395

23,064

128,125

31,029

15,000

30,211

1,964

9,733

△3,732

105,124

44,924

17,627

1,772

23,981

1,543

3,387

2,034

1,352

56,813

48,204

1,685

4,618

189

2,268

3,957

△4,110

負 債 の 部

流 動 負 債 217,902

支払手形及び買掛金 184,751

短 期 借 入 金 14,688

賞 与 引 当 金 924

返 品 調 整 引 当 金 6,595

そ の 他 10,941

固 定 負 債 17,460

預 り 保 証 金 1,664

退職給付に係る負債 6,861

役員退職慰労引当金 539

資 産 除 去 債 務 256

長 期 借 入 金 7,313

そ の 他 823

負 債 合 計 235,362

純 資 産 の 部

株 主 資 本 102,875

資 本 金 4,500

資 本 剰 余 金 1,264

利 益 剰 余 金 98,290

自 己 株 式 △1,180

その他の包括利益累計額 1,754

その他有価証券評価差額金 1,872

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △117

非支配株主持分 527

純 資 産 合 計 105,157

資 産 合 計 340,520 負 債 ・ 純 資 産 合 計 340,520

－ 22 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

百万円

売 上 高 488,362

売 上 原 価 426,621

売 上 総 利 益 61,741

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 55,829

営 業 利 益 5,911

営 業 外 収 益

受 取 利 息 625

持分法による投資利益 87

そ の 他 3,454

営 業 外 費 用

支 払 利 息 111

売 上 割 引 5,623

そ の 他 774

経 常 利 益 3,570

特 別 利 益

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 11

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 84

退 職 加 算 金 等 32

固 定 資 産 除 却 損 74

減 損 損 失 91

税金等調整前当期純利益 3,298

法人税、住民税及び事業税 1,358

法 人 税 等 調 整 額 302

当 期 純 利 益 1,637
非支配株主に帰属する当期
純 利 益

21

親会社株主に帰属する当期
純 利 益

1,615

－ 23 －

連結損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月25日

株式会社トーハン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 日高真理子 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 芝山喜久 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トーハンの平
成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、株式会社トーハン及び連結子会社からな
る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 24 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第69期事業年度

に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算

書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条

各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検

討いたしました。

２．監査の結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成28年５月27日

株式会社トーハン　監査役会

監査役(常勤) 馬 場 章 好

監査役(常勤) 本 川 幸 史

監 査 役 相 賀 昌 宏

監 査 役 岩 瀬 　 徹

（注）監査役相賀昌宏及び監査役岩瀬徹は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定め

る社外監査役であります。

以　上

－ 25 －

連結計算書類に係る監査役会の監査報告
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案　取締役16名選任の件

本総会終結の時をもって、現在の取締役全員（16名）は、任期満了とな

ります。

つきましては、経営陣の強化をはかり、今後一層の事業発展を期すため、

改めて取締役16名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

番号
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

ふじ

藤
い

井
たけ

武
ひこ

彦

（昭和16年１月１日生）

昭和38年４月　株式会社三和銀行入社

（現社名・株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

平成６年３月　当社入社

平成６年６月　当社取締役

平成７年６月　当社常務取締役

平成８年６月　当社専務取締役

平成９年６月　当社取締役副社長

平成18年６月　当社取締役退任

平成18年６月　当社財務顧問

平成24年６月　当社代表取締役社長（現任）

［重要な兼職の状況］

株式会社九州雑誌センター代表取締役社長

日本図書普及株式会社取締役

株式会社東京堂取締役

77,000株

２

こん

近
どう

藤
とし

敏
たか

貴

（昭和36年５月12日生）

昭和61年４月　当社入社

平成13年６月　当社執行役員

平成18年６月　当社取締役

平成19年４月　当社常務取締役

平成21年６月　当社専務取締役

平成22年６月　当社代表取締役社長

平成23年４月　営業統括本部長（現任）

平成24年６月　当社代表取締役副社長（現任）

［重要な兼職の状況］

株式会社ビデオ・パック・ニッポン取締役

31,000株

－ 26 －

取締役選任議案



2016/06/03 18:02:42 / 15174064_株式会社トーハン_招集通知

番号
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

３

かわ

川
かみ

上
ひろ

浩
あき

明

（昭和35年２月27日生）

昭和58年４月　当社入社

平成15年６月　当社執行役員

平成16年６月　当社常勤監査役

平成18年６月　当社取締役

平成19年４月　当社常務取締役

平成23年６月　当社専務取締役（現任）

平成25年４月　情報戦略本部長（現任）

平成26年６月　渉外担当（現任）

平成27年６月　商品本部長、広報担当（現任）

［重要な兼職の状況］

株式会社明文堂プランナー取締役

20,000株

４

し

清
みず

水
よし

美
なり

成

（昭和29年１月15日生）

昭和47年３月　当社入社

平成15年６月　当社執行役員

平成20年６月　当社取締役

平成21年４月　当社常務取締役

平成25年４月　外販推進担当（現任）

平成26年６月　当社専務取締役（現任）

平成26年６月　複合事業本部長（現任）

16,150株

５

とち

栃
ぎ

木
ひろ

裕
し

史

（昭和35年１月５日生）

昭和57年４月　当社入社

平成18年６月　当社執行役員

平成23年６月　当社取締役

平成25年９月　物流部門担当、ロジスティックス部長、

東京ロジスティックスセンター長、

書籍流通業務部長、雑誌流通業務部長（現任）

平成26年６月　当社常務取締役（現任）

8,000株

６

とよ

豊
た

田
ひろ

広
のり

宣

（昭和34年２月12日生）

昭和52年３月　当社入社

平成19年６月　当社執行役員

平成24年６月　当社取締役

平成24年６月　営業統括推進部長（現任）

平成26年６月　当社常務取締役（現任）

平成26年６月　営業統括本部副本部長、支社総括担当（現任）

平成27年４月　店頭活性化プロジェクト推進室長（現任）

7,000株

７

お

小
の

野
せい

晴
き

輝

（昭和39年１月21日生）

昭和62年４月　当社入社

平成19年６月　当社執行役員

平成25年６月　当社取締役

平成25年６月　ＣＶＳ部門担当（現任）

平成27年４月　ＣＶＳ第一部長（現任）

平成27年６月　当社常務取締役（現任）

平成27年６月　オムニチャネル推進担当（現任）

8,000株

－ 27 －

取締役選任議案
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番号
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

８

た

田
なか

仲
みき

幹
ひろ

弘

（昭和39年３月８日生）

昭和62年４月　当社入社

平成23年６月　当社執行役員

平成24年４月　総務人事部長（現任）

平成25年６月　当社取締役

平成26年６月　海外事業部門担当（現任）

平成27年６月　当社常務取締役（現任）

6,000株

９

ふじ

藤
わら

原
とし

敏
はる

晴

（昭和33年３月３日生）

昭和51年３月　当社入社

平成22年６月　当社執行役員

平成23年６月　当社取締役（現任）

平成24年６月　特販支社長

平成27年４月　支社総括副担当、市場開発部長（現任）

6,000株

10

たか

高
み

見
しん

真
いち

一

（昭和37年10月26日生）

昭和60年４月　当社入社

平成19年６月　当社執行役員

平成24年６月　当社取締役（現任）

平成25年12月　情報戦略本部副本部長、

デジタル事業部長、プラットフォーム事業部長（現任）

5,000株

11

もり

森
おか

岡
けん

憲
じ

司

（昭和37年４月２日生）

昭和61年４月　当社入社

平成17年６月　当社執行役員

平成24年６月　首都圏支社長（現任）

平成26年６月　当社取締役（現任）

8,000株

12

たか

高
だ

田
 

　
さとし

聡

（昭和40年10月16日生）

昭和63年４月　当社入社

平成21年６月　当社執行役員

平成23年４月　市場開発部長

平成27年４月　特販支社長（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

6,000株

※
13

まつ

松
もと

本
とし

俊
ゆき

之

（昭和37年５月６日生）

昭和60年４月　株式会社三和銀行入社

（現社名・株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

平成27年２月　当社入社

平成27年６月　当社上席執行役員（現任）

平成27年６月　経営戦略部門担当、取引部門担当（現任）

1,000株

－ 28 －

取締役選任議案
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番号
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

※
14

おお

大
にし

西
よし

良
ふみ

文

（昭和42年４月24日生）

平成２年４月　当社入社

平成20年２月　経営企画部長

平成24年４月　経営戦略部長（現任）

平成24年６月　当社執行役員（現任）

2,000株

※
15

つか

塚
だ

田
たつ

達
お

夫

（昭和39年６月９日生）

昭和62年４月　当社入社

平成20年２月　特販第一部長

平成23年１月　株式会社スーパーブックス代表取締役社長

平成25年６月　当社執行役員（現任）

平成25年６月　中国四国支社長（現任）

2,000株

16

すず

鈴
き

木
とし

敏
ふみ

文

（昭和７年12月１日生）

昭和31年３月　当社入社

昭和38年９月　株式会社イトーヨーカ堂入社

昭和53年２月　株式会社セブン－イレブン・ジャパン代表取締役社長

平成４年10月　株式会社イトーヨーカ堂代表取締役社長

株式会社セブン－イレブン・ジャパン代表取締役会長

平成５年６月　当社取締役

平成15年５月　株式会社イトーヨーカ堂代表取締役会長兼ＣＥＯ

株式会社セブン－イレブン・ジャパンＣＥＯ

平成17年９月　株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

代表取締役会長兼ＣＥＯ

平成18年６月　当社取締役副会長

平成22年６月　当社取締役（現任）

66,000株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．会社法施行規則第74条の２に規定する「社外取締役を置くことが相当でない理由」

につきましては、本招集ご通知13頁の事業報告「（３）社外役員に関する事項」の

③に記載しております。

－ 29 －

取締役選任議案
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第２号議案　監査役３名選任の件

監査役馬場章好、相賀昌宏、岩瀬徹の３氏は、本総会終結の時をもって

任期満了となりますので、改めて監査役３名の選任をお願いいたしたいと

存じます。

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

番号
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

※
１

よし

吉
だ

田
ひさ

尚
お

郎

（昭和30年12月10日生）

平成15年６月　当社経理部長（現任）

平成18年６月　当社執行役員

平成22年６月　当社取締役（現任）

6,000株

２

おお

相
が

賀
まさ

昌
ひろ

宏

（昭和26年３月20日生）

平成13年６月　当社監査役（現任）

[重要な兼職の状況]

株式会社小学館代表取締役社長

株式会社集英社監査役

なし

３

いわ

岩
せ

瀬
 

　
とおる

徹

（昭和20年１月28日生）

平成２年11月　東京地方裁判所判事

平成10年４月　東京高等裁判所判事

平成16年４月　上智大学法科大学院教授

平成22年５月　弁護士登録（第二東京弁護士会）

平成24年９月　当社監査役（現任）

なし

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．吉田尚郎氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

３．相賀昌宏氏は、株式会社小学館の代表取締役社長および株式会社集英社の監査役であ

り、両社は当社の仕入先であります。

４．岩瀬徹氏と当社の間には特別の利害関係はありません。

５．相賀昌宏、岩瀬徹の両氏は、社外監査役候補者であります。

６．相賀昌宏氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の出版業界における経営者として

の豊富な知識・経験等から、監査役として企業経営の健全性を確保するため十分な助

言をいただけるものと判断したためであります。また、同氏の当社社外監査役就任期

間は、本総会終結の時をもって15年間であります。

７．岩瀬徹氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の法律家としての豊富な知識と経験

等が、当社の監査体制の充実に資するものと判断したためであります。また、同氏の

当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって３年９ヶ月であります。

－ 30 －

監査役選任議案
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第３号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役を退任されます谷川直人、吉田尚郎、中

村勉および監査役を退任されます馬場章好の４氏ならびに平成28年１月30

日に逝去されました故朝倉邦造氏に対し、その在任中の功労に報いるため、

当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、

その具体的な金額、時期、方法等は、取締役については取締役会に、また、

監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

各氏の略歴は次のとおりであります。
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名 略 歴

た に

谷
が わ

川
な お

直
ひ と

人 平成21年６月　当社取締役（現任）

よ し

吉
だ

田
ひ さ

尚
お

郎 平成22年６月　当社取締役（現任）

な か

中
む ら

村
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勉 平成26年６月　当社取締役（現任）

ば ん

馬
ば

場
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章
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好 平成22年６月　当社常勤監査役（現任）

あ さ

朝
く ら

倉
く に

邦
ぞ う

造
平成24年６月　当社取締役

平成28年１月　逝去

以　上
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役員退職慰労金贈呈議案
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株主総会会場ご案内図

東京都新宿区東五軒町６番24号

株式会社トーハン本社８階大ホール

TEL　03－3269－6111（代）

地下鉄有楽町線
江戸川橋駅

⑦ 住友不動産
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東京都新宿区東五軒町６番24号
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①Ｊ　Ｒ 総 武 線 飯田橋駅東口出口下車徒歩12分

②地下鉄 東 西 線 飯田橋駅Ｂ１出口下車徒歩12分

③地下鉄 有楽町線 飯田橋駅Ｂ１出口下車徒歩12分

④地下鉄 南 北 線 飯田橋駅Ｂ１出口下車徒歩12分

⑤地下鉄 大江戸線 飯田橋駅Ｂ１出口下車徒歩12分

⑥地下鉄 東 西 線 神楽坂駅１番出口下車徒歩８分

⑦地下鉄 有楽町線 江戸川橋駅４番出口下車徒歩７分

バ　　ス ⑧都営バス「飯田橋駅前」より小滝橋車庫行へ乗車

⑨「東五軒町」にて下車　真正面

地図




